
（様式第１号）

１　事業者等の概要

２　計画期間及び報告対象年度

～

３　公表方法等

電力供給量
（総量）

代表者名

エネルギー供給温暖化対策計画書　兼　実施状況等報告書

氏名 代表取締役社長

25,048

〒103-0022　東京都中央区日本橋室町四丁目5番1号

事業者の区分
 その他の事業者

役職名三谷　建介

 条例施行規則第15条第2項に該当する小売電気事業者

氏名又は名称

年度 年度

千kWh
電力供給量
（長野県）

496,379

年度2020 報告対象年度 2022

ダイヤモンドパワー株式会社

主たる事業の
概要

・小売電気事業
　弊社は、卸電力供給者、卸電力取引所等からの電力及び工場の余剰電力等を
購入し、オフィスビル、大規模店舗等の電力自由化対象の需要家への電力小売
事業及び電気事業者への電力卸売事業を行っています。

主たる事務所
の所在地

千kWh

計画期間 2022

印刷物の閲覧
（閲覧場所・時間等）

ホームページ

その他

ダイヤモンドパワー（株）受付（東京都中央区日本橋室町四丁目5
番1号）
9：30～17：00
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４　エネルギーの供給に係る地球温暖化対策のための基本方針

５　エネルギー供給温暖化対策計画の推進に係る体制

■電源調達に係る取組方針
①  電源構成において、天然ガス/都市ガス利用の可能な限りの拡大を図ります。
②  自治体の一般廃棄物発電や再生可能エネルギーからの電力調達に努力します。
③  契約している発電所の運転効率が高まるような契約を指向します。
④　排出係数の比較的小さな事業者からの相対調達に努めます。
■お客様への取組方針
① お客様の省エネルギーに資するためのデータ提供等を推進します。
■その他の温暖化対策に係る取組方針
①　弊社事務所内のエネルギー消費量を削減する努力を行います。

■弊社事業に係る推進体制
①  当社技術部が、温室効果ガス排出抑制に係る目標・措置を担当しています。
②  技術部では、契約先発電所の発電効率向上、CO2排出量の把握、再生可能エネルギー
　 による発電からの電力購入等の当該対策を推進します。
■その他の温暖化対策に係る推進体制
①　営業部において、需要家への節電の申し入れや情報提供を行います。
②　社内全体会議にて、温暖化対策に関する立案や方策の検討を協議します。
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６　供給するエネルギーの製造等に伴い排出される二酸化炭素の抑制に関する目標等

0.000447

2019 年度 0.000699

0.000445

2022 年度 0.5%

0.000365

0.000609

2020 年度 376.791

0.001000

0.001193

2021 年度 930

0.000441

0.000441

2022 年度 219

調整後排出係数

調整後排出係数 t-CO2/kWh

千t-CO2

％

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

バランシンググループ内の事業者への卸供給や日本卸電力取引
所への販売などを昨年度の係数の小さい当社前年度基礎係数で
行い、残りを当社の排出量とする計算方法で算出しているた
め、排出係数が大きく悪化しました。

千t-CO2

千t-CO2

t-CO2/kWh

排出係数等の
増減理由

目標設定に
関する説明

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調整後排出係数

調整後排出係数

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

第一年度
t-CO2/kWh基礎排出係数

第二年度
t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

環境負荷の低い発電所等から電力の調達を行うことで、基礎排
出係数は低減しました。他社への販売電力量の増加から当社に
残存するFIT電気量が増加したため、調整後排出係数は悪化しま
した。

基礎排出係数

目標排出係数

目標削減率

①　排出係数の低い電気事業者からの調達に努めます。
②　再生可能エネルギーによる発電からの購入に努めます。
③　将来的にはこれらの活動をより推進していくことで排出係
数を極力低減することを目標にします。

基 準 年 度

目 標 年 度

排出係数等の
増減理由

他社へ転売する前年度基礎排出係数が悪いことから自社に残る
排出量がマイナス値（異常値）となったため、2023年の温対法
報告で用いる代替値の規定値である0.000441t-CO2/kWhとしてい
ます。

基礎排出係数

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

排出係数等の
増減理由

第三年度
t-CO2/kWh

基礎排出係数
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７　上記６の目標を達成するための措置

８　調達する電気の電源構成に関する見通しと実績

21 ％ 0 ％ 1 ％

24 ％ 3 ％ 21 ％

24 ％ 0 ％ 3 ％

26 ％ 3 ％ 14 ％

23 ％ 0 ％ 3 ％

19 ％ 4 ％ 13 ％

24 ％ 0 ％ 0.6 ％

26 ％ 2 ％ 32 ％

6.8 ％ 0 ％ 8.4 ％

19 ％ 11 ％ 23 ％

％

10 ％

LNG火力 水力

LNG火力

0

石炭火力

14％

区分

卸電力取引所※3

石油火力

FIT電気※2 その他（他社との相対取引・イ
ンバランス電気等）

卸電力取引所※3

石油火力

第一年度

原子力

原子力

・自治体清掃工場における一般廃棄物発電、工場廃熱利用での発電などからの電力調達が出来るよ
う更に努力します。

・当社指令値にて稼動する契約発電所においては可能な範囲で高効率化運転となる（負荷率の高
い）指令を指向します。

・卒FIT太陽光発電等の再生可能エネルギーによる発電からの電力調達が出来るよう更に努力しま
す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

調達する電気の電源構成の割合（Ｗ･ｈ比）

LNG火力 水力

16

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

卸電力取引所※3

石炭火力

19 ％

FIT電気※2 その他（他社との相対取引・イ
ンバランス電気等）

8.7 ％FIT電気※2

水力

年度 ％

23

4.7 ％

％0 19

第二年度

第三年度

％ FIT電気※2

原子力

％

18

石炭火力 原子力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

水力

その他（他社から卸売を受け、
発電所の特定ができない電気）

0

石油火力

石炭火力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

基準年度

年度

2020

2019 年度

2022

最終年度
における

見通し※1

卸電力取引所※3

原子力

石油火力

2022

2.2 ％

LNG火力 水力

LNG火力

備考

石炭火力

2021 年度 FIT電気※2 その他（他社から卸売を受け、
発電所の特定ができない電気）

その他（他社から卸売を受け、
発電所の特定ができない電気）

8.1

※3 「卸電力取引所」とは、電力の卸取引を行う取引所であって、電気事業法第97条第１項に規定される指定を受けた
　　卸電力取引所を指す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

卸電力取引所※3

石油火力 0.3

※2 「FIT電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく認定施設から買い
　　取られた電気で、その調達費用の一部が全電気利用者が負担する賦課金により賄われている電気を指す。

※1 「最終年度における見通し」欄には、基準年度時点における事業者の電気の調達計画等の見通しに基づき、特定期
　　間の最終年度を算定期間とする電源構成の概算の見込み割合を記載する。

年度 ％％
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９の１　再生可能エネルギー源により発電された電気の調達量に関する見通しと実績

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh
その他

(他社から卸売を受け、発
電所の特定ができない電

気)

千kWh 千kWh

36,890

千kWh

基準年度
0

36,517
千kWh

5,657

0 0

486

0 0

342

401

20,780 0

調達量

備考

0

5,573

2019

千kWh

県内分

再生可能エネルギー源の種類（内訳）

FIT電気

種類別調達量
再生可能エネルギー
電気(FIT電気を除

く)

122,219

0

530

電源

29,060

27,103 111,139

50,990

0 567

62

13,074

135

56,777

33,799 55,196

121,442

56 5,807

51,206

67,361 千kWh

0

253,676 千kWh 37,219

2,614

千kWh

千kWh

2021

43,431

128,688 千kWh
31,105 24,649

6,461 4,823

0 千kWh

年度

0
第三年度

2022 年度

10,101

第一年度

2020 年度

第二年度

区分

230,366 千kWh

年度

13,691

年度

13,779

228,902

最終年度
における
見通し

2022
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９の２　再生可能エネルギーの普及・供給拡大に関する取組

１０　エネルギーの供給に係る温室効果ガス排出抑制の研究と取組

１１　需要家の省エネルギー対策の推進に関する取組

・再生可能エネルギー電源からの電力調達に努めます。

・現行の契約を可能な限り維持し、自治体清掃工場の入札については積極的に参画し契約の
維持拡大を図ります。

・卒FIT太陽光からの電力調達に努めます。

区分 実施内容

高 効 率 機 器 の
普 及 促 進

家 庭 ･ 事 業 者 の
省 エ ネ ル ギ ー
対 策 へ の 協 力

・お客様の省エネ意識に貢献できるようにホームページ等で電力使
用量等のデータを行い、お客さまの意見等を聴取しながらサービス
の充実を図る。

・自社および小会社にて火力発電所を有していないため、発電設備としての温室効果ガス抑
制の研究等はありません。

・当社指令値にて稼動する契約発電所においては可能な範囲で高効率化運転となる（負荷率
の高い）指令を指向し、排出係数の削減を目指します。

※ 需要家に対して節電や省エネを誘導する料金体系を導入している場合は、「その他」に記載する。

そ の 他
・低CO2メニューやDR等多様性のある料金メニューの検討・開発を行
い、お客様のニーズに沿った省CO2サービスの提供に努める。
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１２の１　地域との連携に関する取組の実施状況

１２の２　その他、温暖化対策に関する取組の実施状況

第 三 年 度 実 績

実施内容

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 対 策

・夏場のエアコン設定温度上げなど、空調設定のこまめな調整により
節電に努めました。
・自動車を保有せず、温室効果ガスの排出量削減に努めました。
・オフィス内のPCについて、パワーセーブを励行しました。
・室内照明について、間引きや不要時の消灯を努めました。

第 一 年 度 実 績

・夏場のエアコン設定温度上げなど、空調設定のこまめな調整により
節電に努めました。
・自動車を保有せず、温室効果ガスの排出量削減に努めました。
・オフィス内のPCについて、パワーセーブを励行しました。
・室内照明について、間引きや不要時の消灯を努めました。

第 二 年 度 実 績

・夏場のエアコン設定温度上げなど、空調設定のこまめな調整により
節電に努めました。
・自動車を保有せず、温室効果ガスの排出量削減に努めました。
・オフィス内のPCについて、パワーセーブを励行しました。
・室内照明について、間引きや不要時の消灯を努めました。

・夏場のエアコン設定温度上げなど、空調設定のこまめな調整により
節電に努めました。
・自動車を保有せず、温室効果ガスの排出量削減に努めました。
・オフィス内のPCについて、パワーセーブを励行しました。
・室内照明について、間引きや不要時の消灯を努めました。

第 三 年 度 実 績
・WEBによる使用電力量等のデータ提供サービスを行い、ユーザーの意見等
を聴取しながらサービスの充実を図りました。

区分

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 内 容

・WEBによる使用電力量等のデータ提供サービスを行い、ユーザーの意見等
を聴取しながらサービスの充実を図りました。

第 一 年 度 実 績
・WEBによる使用電力量等のデータ提供サービスを行い、ユーザーの意見等
を聴取しながらサービスの充実を図りました。

第 二 年 度 実 績
・WEBによる使用電力量等のデータ提供サービスを行い、ユーザーの意見等
を聴取しながらサービスの充実を図りました。
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１３　自由記載欄

特にございません。


